
豊中市公害健康被害被認定者に対する 

新型コロナウイルスワクチン予防接種費用助成に関する要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第１１１号。

以下「法」という。）に基づく公害保健福祉事業の一環として、公害健康被害被認定者

（以下「被認定者」という。）が医療機関で予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第

５条第１項の規定に基づく新型コロナウイルスワクチン予防接種（以下「定期予防接

種」という。）を受けた際の自己負担となる費用を助成し、もって被認定者の健康の保

持を図ることを目的とする。 

 

（助成の対象となる被認定者） 

第２条 被認定者とは、旧公害健康被害補償法施行令（昭和４９年政令第２９５号）別表

第１第２９号に規定する地域及び疾病に係り、市長から法第４条第３項の認定を受けた

者をいう。この要綱による助成を受けることができる者は、被認定者のうち予防接種法

施行令第３条の表「新型コロナウイルス感染症」の項に規定する定期予防接種の対象者

とする。 

 

（助成の対象となる費用） 

第３条 この要綱による助成の対象となる費用は、当該年度の１０月１日から１月３１日

までの間（以下「実施期間」という。）において、被認定者が医療機関で新型コロナウ

イルスワクチン予防接種に係る自己負担費用として支払うべき額のうち「公害健康被害

の補償等に関する法律施行令（昭和４９年政令第２９５号）第２６条第２項の環境大臣

の定める基準」における基準額を上限とする。 

２ 実施期間外に受けた新型コロナウイルスワクチン予防接種に係る自己負担費用は、こ

の要綱による助成の対象としない。ただし、特別な事情により市長が別途実施期間を定

めた場合は、この限りではない。 

 

 （助成金の申請） 

第４条 この要綱により助成を受けようとする者は、実施期間の翌月末日までに「新型コ

ロナウイルスワクチン予防接種費用の助成金交付申請書」（以下「申請書」という。）

（様式第１号）により市長に申請しなければならない。 

２ 前項の申請書には、当該予防接種費用に係る領収書を添付しなければならない。 

 

 



 

 （助成金の交付決定） 

第５条 市長は、前条第１項の規定に基づき申請があったときは、その内容を審査し、助

成金の交付を決定した時は「被認定者の新型コロナウイルスワクチン予防接種費用の助

成金交付決定通知書」（様式第２号）、助成金の不交付を決定した時は「被認定者の新

型コロナウイルスワクチン予防接種費用の助成金不交付決定通知書」（様式第３号）に

より、申請者に通知するものとする。 

 

（助成金の支払） 

第６条 市長は、前条の規定に基づき助成金の交付を決定したときは、申請者あて助成金

を支払うものとする。 

 

 （不正利得の返還） 

第７条 市長は、この要綱による助成を偽り、その他不正の方法により助成を受けた者が

あるときは、その者から当該助成を受けた額の全部又は一部を返還させるものとする。 

 

 （譲渡等の禁止） 

第８条 この要綱による助成を受ける権利は、譲渡し又は担保に供してはならない。 

 

 （口頭による申込み） 

第９条 市長は、この要綱に規定する申請書を作成することができない特別の事情がある

と認めたときは、申請者又はその代理人の口頭による陳述を当該職員に聴取させた上

で、必要な措置をとることによって、当該申込書の受理に代えることができる。 

 

 （委任規定） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、当該助成金交付に必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和７年１０月１日から実施する。 

 

 令和８年９月１日（一部改訂） 

 



次の事項に同意のうえ新型コロナウイルスワクチン予防接種費用の助成を申請します。

※本申請書に記載された内容については、新型コロナウイルスワクチン予防接種費用助成以外の目的には使用しません。

【様式第１号】

申請金額
（上限3,200円） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

カタカナ

振込先銀行口座等

銀行 支店

ギンコウ シテン　

＜添付書類＞
□　領収書又はレシートの原本
　　（領収書又はレシートは、新型コロナウイルスワクチン予防接種を受けた者の氏名及び新型コロナウイル
　　スワクチン予防接種費用と分かるものであり、接種医療機関名や所在地、接種年月日が必ず記載されて
　　いること）

※添付書類に不備がある場合は、お支払いができませんのでご注意ください。

　私（申請者）は、新型コロナウイルスワクチン予防接種費用の助成金交付申請を行うにあたり、領収書を
添付していますが、内容確認のために医療機関に照会されること及び「豊中市公害健康被害被認定者に
対する新型コロナウイルスワクチン予防接種費用助成に関する要綱」の内容を理解し、遵守することに同
意します。

※太線枠内を記入してください

氏　　名

普通　・　当座

〇　申請者

口座番号

フリガナ

生年月日

　　

大正・昭和・西暦　　　　　　　年　　　　月　　　　日

〇　振込先銀行口座等（被認定者ご本人の口座のみ可）

接種医療機関名

口座名義（カタカナ）

住　　所

電話番号
　豊　　　　　　　

〇　接種医療機関

公害医療手
帳認定番号

〒　　　　－

接種医療機関所在地

接種医療機関電話番号

被認定者の新型コロナウイルスワクチン予防接種費用の助成金交付申請書

接種年月日

性　別 男　・　女

令和　　　年　　　月　　　日
豊 中 市 長



（教示）
１．

２．

３．

＜問合せ先＞

豊中市保健所　保健安全課　医薬安全係

電話：０６－６８５８－２２８６

被認定者の新型コロナウイルスワクチン予防接種費用の助成金交付決定通知書

令和　　　年（　　　　　　年）　　　月　　　日

金　　　　　　　　　　　　円

記

交付決定金額

助成金振込日（予定）

　この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、豊中市長に対し
て審査請求をすることができます。
　この決定について、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、豊中市を
被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長となります。）、決定の取消しの訴えを提起することができます。
　なお、上記１の審査請求をした場合には、決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌
日から起算して６か月以内に提起することができます。
　ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求した場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から
起算して1年を経過した場合は、審査請求をすること及び決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な
理由がある時は、上記の期間やこの決定（審査請求した場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算し
て1年を経過した後であっても審査請求をすること又は決定の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

【様式第２号】

豊　健　安　第　　　　　　　　　　　号

様

　令和　　　年　　　月　　　日付で申請がありました被認定者の新型コロナウイルスワク
チン予防接種費用の助成金につきまして、下記の金額を交付することに決定しましたの
で通知します。

（　　　申　　　請　　　者　　　）　

令和　　年（　　　　年）　　月　　　日

豊中市長　長内　　繁樹



（教示）
１．

２．

３．

【様式第３号】

豊　健　安　第　　　　　　　　　　　号

様

　令和　　　年　　　月　　　日付で申請がありました被認定者の新型コロナウイルスワクチン
予防接種費用の助成金につきまして、下記の理由から不交付とすることに決定しましたの
で通知します。

（　　　申　　　請　　　者　　　）　

令和　　年（　　　　年）　　月　　　日

豊中市長　長内　　繁樹

＜問合せ先＞

豊中市保健所　保健安全課　医薬安全係

電話：０６－６８５８－２２８６

被認定者の新型コロナウイルスワクチン予防接種費用の助成金不交付決定通知書

記

（不交付とする理由）

　この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、豊中市長に対して審
査請求をすることができます。
　この決定について、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、豊中市を被
告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長となります。）、決定の取消しの訴えを提起することができます。
　なお、上記１の審査請求をした場合には、決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日
から起算して６か月以内に提起することができます。
　ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求した場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起
算して1年を経過した場合は、審査請求をすること及び決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由
がある時は、上記の期間やこの決定（審査請求した場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して1年を
経過した後であっても審査請求をすること又は決定の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。


